



Characteristics of Japanese Company Activity
in Presenトday China
Hideo Kobayashi
This paper examines the characteristics of Japanese auto parts companies in present-day China.
From the turn of the century Japanese automobile companies began to shift their production bases to
China in search for cheaper labor, They also hoped to secure a share of the large China market. Here
I report on a survey that I conducted on ten of these companies, seven of which had already set up
factories in China and three more that had plans to operate factories here in the near future.
This trend to relocate to China is part of a larger hollowing out process that has taken place since
2000. This process has been a major factor in the rise of Japan's unemployment rate, as well as
declines in its exports and increases in its imports. Japan's international balance of payment will
surely turn for the worse if this phenomenon continues over the next Bve or so years. The Japanese










































































に対しては, ｢国内必要量の30%未満｣と回答した企業が59%, 30%以上が22%, 50%以上が16%
という順序になっていた｡次ぎに｢輸入部品のコストの目安は日本でのコストに比べ一般的にどの程度
のメリットが必要か｡輸送費など輸入諸掛全てを含めたコストとの比較で選択せよ｣という質問に関し
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資本金(億 円) 56.4 129.0 277.7 30.9 76ー6 89.3 58.2














































































携を積極的に推し進める事であろう｡U社, 0製作所, Ⅰ工業はヴァレオと, K工業はレールとそれぞれ
提携している｡この提携が生きている場合もあれば,必ずしも生きていない場合もある｡ Ⅰ工業の場合
は,ヴァレオとⅠ工業が開発生産を分担するかたちで,相互に補完する技術をもつことで,新規開発を
することなく技術メニューを拡大することができる｡またU社の場合も自社の設備の一部をヴァレオ
に譲渡し,そこでクラッチを生産しルノーに納入する体制を作っている｡しかし逆にこれが十分に機能
していない場合もある｡ 0製作所の場合はヴァレオとの提携が生きていない｡
(2)生産コストの削減-モジュールを超えて-
さまざまなレベルでのコスト削減が追求されねばならない｡そのなかで指摘すべき1つはモジュール
化の推進であろう｡モジュール(複合部品)化は避けられないであろう｡しかしその際モジュール化が
可舵で,かつ有効なパーツとそうでないパーツは区分けされる必要があろう｡特にコア技術のモジュー
ル化は,自動車メーカーにとっては慎重にならざるを得ない部門であろう｡しかし現在においてはモ
ジュール化を超えた新工法の開発が必要となろう｡それは各モジュールをシンセサイジングすることで
コストダウンを図るネットワーク化の推進であろう｡モジュールは部品の複合化によるコストダウン志
向であるが,さらに各モジュール間を顧客重視というメタコンテキストでシンセサイジングすることで
一層のコストダウンの余地を発見する事ができよう(18)
2つには部品の海外調達を通じたコストダウンである｡これは海外展開と海外生産拠点からの持ちか
えりを通じた安価な部品の取り付けによるコストダウンであるが,ここで重要なのは,どの製品を国内
の下請に出し,どの製品を海外の生産拠点に出すかの見極めであろう｡さらに何%まで海外に発注し,
何%を国内に残すかの見極めが必要となろう｡
(3)生産の情報化とリードタイムの短縮
顧客ニーズを的確に把握しそれを生産に生かしていく課題とリードタイムの短縮は, ｢勝組み企業｣の
共通の特徴としてここに強調しておく必要がある｡近年とみにコンピューターの活用により生産者と顧
客のネットワークが広がりと緊密さを見せているなかで,情報の拡大と時間の短縮は,コストダウンの
必修の前提といわなければならない｡また設計変更や受注変更への迅速な対応は,コストダウンの不可
欠の前提となろう｡さらにこうした事態に対応するためには社内体制を整備する必要がある｡分社化や
営業本部の新設などはそうした対応の一環として考えられよう｡
(4)労務改革
労務改革は今日重要課題となっている｡ QCサークル運動の復活は不可欠であろう｡近年QCサーク
ル運動を廃止したという企業が多い｡この運動は日本よりアジア各国で盛んとなりつつある｡日本では
QCサークル運動にかわってISO (国際標準化機構)基準の取得が盛んである｡たしかに自社製品を海外
に輸出するにはISOの取得は不可欠であろうが,品質向上を目的としたQCサークル運動のもつ固有の
意味を無視する事はできない｡ QCサークル運動を日本で復活させるためにはいくつかの改良が加えら
れる必要があろう｡ 1つは,発表のための発表にならないように留意することである｡あくまでも改善
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のための運動であるという原点に立ち返る必要があろう｡そのためにはリーダーはたえず現場を監視
し,運動が原点に留まっているか否かをチェックする必要がある｡ 2つはこうした原点を保持した上で,
これまでの無償のかたちから有償のかたちに切りかえる必要がある｡成功報酬制度をもっと積極的に取
り入れる必要がある｡
定年退職者の活用も重要な課題であろう｡急速に高齢化社会を迎える日本社会活性化を維持するため
にもシニアの活用は不可欠である｡彼らがアジア各国で活躍している姿をみるとき,停滞期の日本の活
性化に活用できないとすれば,みすみす宝を放置していることにつながることを銘記する必要がある｡
(5)産官学連携
空洞化を防止するためには産官学3者の連携は不可欠である｡基礎研究の場としての大挙のもつ固有
の意味を忘れてはならないが,しかしそればかりであってはならない｡特に実践的学問分野では積極的
な産学連携が不可欠であろう｡恒常的な産学問での組織的連携の強化がもとめられよう｡さらにはこれ
に官界の参加を求めなければならない｡官界は言うまでもなくこれまで日本経済の根底を支えた基本的
原動力であり,これと連携して進める必要があることはいうまでもない｡
おわり　に
以上日本産業の海外展開と空洞化対応の実態を日本自動車部品産業を事例に検討をこころみた｡電機
産業と比較すると自動車産業の海外展開はこれからだといわれている｡したがって21世紀に入り自動
車産業のグローバル化が急速に進展している今日,急速なグローバル化が生じることが予想される｡
本稿ではその実態を素描すると同時に,企業レベルでの空洞化対策の素案を掲げてみた｡
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(1)カルソニック(秩)経営企画室編『日本の自動車部品工業の歩みと将来展望』 1999年参照.
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